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Ⅰ．当社の事業ドメイン当社の事業ドメイン



１．当社の経営理念と目指すべき方向性

“ A d T e c h n o l o g y &  M a r k e t i n g C o m p a n y ”

- アド・テクノロジー ＆ マーケティング カンパニー -

ド ク ジ を基盤 イ タ ネ ケ グを必 とする

アド テクノロジ ＆ マ ケティング カンパニ

‐アド・テクノロジーを基盤に、インターネットマーケティングを必要とする

あらゆる国内外企業を総合的に支援する ‐

当社は、“技術系インターネット総合広告代理店”としての技術の強みを活かし、

「アド・テクノロジー」 × 「大規模データ」 × 「クリエイティブ」 の3つの軸

を強化することで 競合他社と差別化する。
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を強化することで、競合他社と差別化する。



２．サービス提供領域

SEM／
アドネットワーク

リスティング広告 SEO アドネットワーク

メディア／ソーシャル／
アプリアプリ

ソーシャル・メディアメディアサイト運営 アプリ・スマートフォン開発

サイト制作 解析／サイト制作・解析／
効果測定
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広告効果測定・解析 効果測定ツールサイト制作



３．新しい事業セグメント区分（予定）

来期（2013年4月期）より、主力の事業領域をより明確にするため、事業セグメント

の区分を以下の通り 変更する予定ですの区分を以下の通り、変更する予定です。

ビ事業区分 サービス概要

１．インターネット広告 ・リスティング広告 ・純広告
広告 リ シ シ メデ 他

新

１．インタ ネット広告
代理店事業

・SEM広告ソリューション ・ソーシャル・メディア他
・アフィリエイト広告

DSP（ディスプレイ型アドネットワ ク）新
セ
グ
メ

２．アドネットワーク事業
・DSP（ディスプレイ型アドネットワーク）
・ASP（アフィリエイト・サービス・プロバイダー）
・スマートフォン向け広告配信

メ
ン
ト

３．情報メディア事業
・情報メディアサイトの運営
・成功報酬型メディアサイトの運営
・SEOオンラインサービス、ディレクトリ登録サービスの販売

４．クリエイティブ事業
・サイト制作（Webサイト・スマホ最適化サイト・Facebookページ他）
・LP制作／バナー制作
アプリ開発
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・アプリ開発



Ⅱ．フルスピードの成長戦略フルスピ ドの成長戦略



１ 激変するインターネット広告業界の市場環境１． 激変するインタ ネット広告業界の市場環境



世界の広告市場

各国の広告市場規模（兆円）

13.314.0

2010年

2013年（予測）

（兆円）

12.1

10.0

12.0

102.0% 146.5%

5.8 5.9
6.0

8.0 109.5%

107.4% 110.7%

1.9 2.0
1.4

2.7
2.1

1.6

0 0

2.0

4.0

0.0
アメリカ 日本 中国 ドイツ イギリス

※出典：「Zenith Optimedia」「日本の広告費（電通）」より一部抜粋
※外貨は、現在の為替レートを元に（1ドル＝80円）として計算

日本の広告市場（４マス媒体含む）は現在5.8兆円となり、アメリカに次ぐ世界二
位の巨大市場。急成長を遂げている中国の広告市場は、2015年には日本と同
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等の市場規模になると予測されている。



世界のインターネット広告市場

（兆円）

増え続けるインターネット広告の割合（％）世界のインターネット広告市場（兆円）

6.6

7.6

7.0

8.0

2009年 2011年 2013年（予測）

4.3

5.0

5.7

5.0

6.0

ネット

広告

18%

ネット

広告

13%

ネット

広告

15%

3.0

4.0
その

他広

告

82%

その

他広

告

87%

その

他広

告

85%

1.0

2.0

0.0
2009年 2010年 2011年 2012年

（予測）

2013年

（予測）

※出典：「Zenith Optimedia」

世界的な大不況の中、インターネット広告市場は年々、堅調に高い成長率を
誇っている。広告市場全体に占めるインターネット広告の割合も、直近15.4%
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まで拡大。テレビ、新聞に次ぐ第三の媒体となっている。



日本の広告市場

媒体別の広告市場規模（億円）

20,68120 161

2001年

2006年

2011年

（億円）

20,161

17,237

15,000

20,000

12,027

9,986

5 990

8,06210,000

,

4,180

1,998
735

3,887

1,744

3,630

5,990

2,542
1,247

0

5,000

0
TV 新聞 雑誌 ラジオ インターネット

※出典：「日本の広告費（電通）」

新しい広告メディアとして登場したインターネット広告市場はここ10年で10倍
以上の成長市場となっており、2010年には新聞広告を抜き、TV広告に次ぐ

11

第二のメディアとなっている。



日本のインターネット広告市場

9,000

（億円）

2,534社
2,666社

3,000社

インターネット広告の市場規模（億円） インターネット広告事業者社数の推移

2,666社

6,983 7,069 

7,747 

8,062 

7 000

8,000

1 134社

1,469社
1,500社

2,000社

2,500社8,062億円

6,003 

5 000

6,000

7,000

942社
1,134社

0社

500社

1,000社

現状の当社の市場占有率（％）

3,630 
4,000

5,000 0社
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

※出典：「特定サービス産業実態調査（独立行政法人統計センター）」

2%

現状の当社の市場占有率（％）

フルスピードの市場シェア：2%
（ 社当たり 均売上高 約 億 ）

1,183 

1,814 

2,808 

2,000

3,000

（1社当たり平均売上高：約3億円）735 
845 

0

1,000

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

※出典：「日本の広告費（電通） 」

一方で、日本のインターネット市場は、2003年頃から拡大し、現在、8,062億円
まで拡大。それに伴い、2008年頃からインターネット広告事業者の数は急増し

※出典：「日本の広告費（電通） 」
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ており、競争環境は激化している。（当社の市場シェアは全体の僅か2％程度）



技術系に特化した独自のポジショニングの確立

大手インターネット広告代理店上位9社の勢力図

【インタ ネット総合広告代理店（上場大手上位9社）】

X％：インターネット広告専業比率（％）

X%

【インターネット総合広告代理店（上場大手上位9社）】

総合広告代理店グループ系 技術系インターネット総合広告代理店
インターネット総合メディア企業／

総合インターネットグループ

電通グループ系

47%

・Blogメディア、ソーシャル
ゲーム等に強み

6% 98%

フルスピードグループ

総合広告代理店グループ系
インターネットメディア／
総合インターネット企業

博報堂グループ系
39%

・ドメイン、レンタルサーバ
ーに至るまで総合サービス
を提供

・コールセンター、BPOを・アド・テクノロジー領域に特化し、10%

アサツーディ・ケイグループ系
12%

主軸にマーケティング全般
を展開

・ワンストップ型インターネッ
ト広告代理店（Yahoo！資
本）

アド テクノロジ 領域に特化し、
インターネット広告代理店が主軸

・SEO、リスティング、アフィリエイト、DSP、
ソーシャルメディア事業が主力ビジネス

3%

【商材特化型インターネット広告事業者】

74%
本）
・メディアコンテンツ事業強化

3%

総合広告代理店グループ系 技術系専門代理店
インターネットメディア／
総合インターネット企業

SEO アフィリエイト広告 ソーシャルメディア
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総合インタ ネット企業

※上記データは株式会社ミック総合研究所 『ネット広告＆Webインテグレーション市場の現状と展望２０１１年』上位15社データ及び各社の開示資料に基づく当社調べ



インターネット広告業界の競争環境

2001年

インターネット広告業界の見通し（イメージ）

2011年 20xx年2001年
（当社創業期）

2011年
（現在）

20xx年
（将来）

1~1.5兆円市場

8,000億円, 2,600社
フルスピードが
目指すポジション

100億円

500億円

700億円, 200社

50億円

億円

総合広告代理店系 ネット専業系総合広告代理店系 ネット専業系 総合広告代理店系 ネット専業系

事業者数が増加傾向にあるインターネット広告業界において、黎明期より技術
開発に力を入れてきた当社は、インターネット総合代理店との棲み分けを行い、
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インターネット専業の技術系大手企業として、No.1になることを目指す。



総合広告代理店グループ系との差 （１）商流の違い

総合広告代理店グループ系 フルスピードの立ち位置

クライアント クライアント

総合広告代理店

ネット広告代理店

ネット広告代理店

メデ プ

フルスピード
自社媒体

メディアレップ
SEM運用代理店

（メディア）

（配信ツール経由）

媒体（メディア） 媒体（メディア）

ベンチャー企業として、高い成長を遂げているネット専業証券、ネット専業保険
会社と同じように、インターネット広告業界においても、総合大手とインターネット
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専業とは、ビジネス構造上「商流」と「利益構造（※次頁ご参照）」が異なる。



総合広告代理店グループ系との差 （２）将来利益構造

総合広告代理店グループ系 ネット広告専業

数年後、インターネット広告比率が上昇した結果、ネッ
トで高利益を出す必要性に迫られる時代が到来する

これまで通り、インターネット広告に特化しているため、
利益構造はさほど変化はないトで高利益を出す必要性に迫られる時代が到来する。

→将来販管費負担が重くのしかかる構造。
利益構造はさほど変化はない。
→若年世代の社員中心で発展

ネット広告売上構成比率（%） 当社のネット広告売上構成比率（%）

10% 98%

30%

90%

注力商材：4マスメディア
注力商材 ネット広告に特化

30%
数年後数年後

注 商材 ィ
（利益率の高いTV、雑誌、新聞、ラジオ広告）

ネット広告事業の位置づけ：
4マスメディアとの連携（メディア・ミックス戦略）

注力商材：ネット広告に特化

ネット広告事業の位置づけ：
ネット広告効果の最大化

社員規模：大規模
（社員数：約3,000〜2万人）

ディ 連携（ ディ ック 戦略）

社員規模：小〜中規模
（社員数：数百人）

ッ 広告効果 最大

一人当たり人件費：高水準
700〜900万円前後

社員年齢（平均）：35~40歳

一人当たり人件費：IT企業水準
400〜600万円前後

社員年齢（平均）：25〜30歳
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社員年齢（平均）：35 40歳
→高学歴・高所得者層中心

社員年齢（平均）：25 30歳
→ネットリテラシーが高い世代中心



２ フルスピードの差別化戦略２．フルスピ ドの差別化戦略



当社の優位性を生かした更なる成長シナリオ

１．“技術”に特化した

サーチ領域における高い技術ノウハウ

SEO No 1企業としての圧倒的な知名度 ブランド力
技術 特化した
インターネット

総合広告代理店

SEO No.1企業としての圧倒的な知名度・ブランド力

大手インターネット総合広告代理店で唯一、アドネットワー
ク領域（アフィリエイト分野は大手の一角）の比率が高い

大手企業（ナシ ナル クライアント）の開拓余地

ク領域（アフィリ イト分野は大手の 角）の比率が高い

２．未着手の事業領域・
顧客開拓領域の存在

大手企業（ナショナル・クライアント）の開拓余地

地方の営業拠点増設による展開
顧客開拓領域の存在

急成長するアジア市場への新しい挑戦

３ 技術系の親会社

大手総合広告代理店の系列には属さず、技術系企業集団
に所属。同業との柔軟なアライアンス関係構築が可能

３．技術系の親会社
フリービットとの連携

大規模データ研究の開発リソースとデータサーバーを確保

将来的には、フリービットのデジタル家電・デバイス開発技
術とも絡めた新しい広告事業分野を開拓

18

術とも絡めた新しい広告事業分野を開拓



２．フルスピードの差別化戦略
（１）SEO事業のさらなる展開（１）SEO事業のさらなる展開



SEO品質No.1企業“フルスピード”のブランディング確立

当社SEO関連売上高の急増

2012年に入り、Goo

Google順位変動の活発化 当社のSEO市場占有率

17 4%382
386

380

390
（百万円）

gleは大幅なアルゴリ
ズム変更を実施。

→SEO各社業績に ※当社直近SEO売上を基に試算（推定値）

17.4%
（※概算数値）

351

338

366

330

340

350

360

370

380

SEO各社業績に
影響

※当社直近SEO売上を基に試算（推定値）
※アウンコンサルティング公表「SEO市場予測
（アウトソーシング）」より市場データ抜粋

2012年5月、ペン
ギンアップデート

310

320

2011年7月期
3Q

2011年7月期
4Q

2012年4月期
1Q

2012年4月期
2Q

2012年4月期
3Q

市場活況により低品質のSEO会社が多数存在Googleは直近数か月に、大幅なアルゴリズム変
更を実施。結果、掲載順位が大幅に変動。

低価格が進む中、当社はさらなる品質向上を追求

通常のSEO会社の対策では、SEO効果が上がら
なくなってきており、SEO会社ごとの優劣が明白に。

Googleアルゴリズムの研究強化

位 落 た他社利 ク から ピ ド 乗り換 相談件数 増加順位下落した他社利用のクライアントからのフルスピードへの乗り換え相談件数の増加
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“価格は高いが質はNo.1”のフルスピードブランドの確立によりSEOの受注量の急増



「 SEO品質No.1企業」から「質・量ともにNo.1企業」に

直販営業 オンライン販売代理店チャネル 電話（テレマ）販売

既存営業部門

B to B
企業

地場企業

ナショナル・
クライアント

テレマ
オンライ
ン販売

既存営業部門
（新規・既存）

地場企業

地方の
広告会社

クライアント
専門チーム

チーム
ン販売

システム

大手企業
中小企業・
地方企業

中堅企業 中小企業・地方企業中堅企業

品質のみならず取扱量を増やす展開として、昨年は、電話（テレマ）販売を開始。
今年は、SEO業界全体を牽引する立場として、地方に向けた「代理店販売」と
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新たに開始する「オンライン販売」展開により、圧倒的な地位を確立する。



ロングテール市場のさらなる開拓

現在の当社の中心顧客層（黒色部分）

ナショナル
2012年5月より、大手企業向けの専門部隊
を設立。

ナショナル
クライアント・
大企業開拓

500～1,000万円 高価格帯
・地方拠点を増設

・テレマ販売、オンライン販売、代理店販売展
開により、地方ローカルを一気に攻める計画。

小規模企業
地方企業開拓

現在のフルスピードの

既存クライアント層
中価格帯ナショナル

10万円
中堅

企業層

中価格帯ナショナル
クライアント
・大企業層

5万円

小規模企業層
低価格帯

企業数都市圏企業
（東京・大阪・福岡）

グローバル企業 ← →地方ローカル企業

小規模企業層
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２．フルスピードの差別化戦略
（２）独自テクノロジーに基づくプラットフォーム構想（２）独自テクノロジ に基づくプラットフォ ム構想



フルスピード“アド・プラットフォーム戦略”

プラットフォーム戦略 “AdMatrix”

SEO分析ツール ソーシャル（Buzz）分析ツールディスプレイ広告ツールリスティング広告自動最適化ツール

※リリ 時期未定※リリ 時期未定※2011年8月より社内 ※現在 β版を運用利用中 ※リリース時期未定※リリース時期未定※2011年8月より社内ツール
としてサービス開始

※現在、β版を運用利用中
※2012年6月リリース済

上記の各種ツールが完成した後、クリエイティブ、ユーザビリティ分野の
ツール開発を進める方針。
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AdMatrix™ SEM Optimizer （2012年6月14日リリース済）

“AdMatrix SEM Optimizer”の
運用イメージ

リスティング広告自動最適化ツールAdMatrix SEM Optimizer

日々の運用指示日々の運用指示

データ
吐き出し

※イメージ画
像※イメージ画像

際

弊社運用担当者

ポートフォリオ運用

運用手法を選択

吐き出し
（実際の画面とは異なります。）

ルールベース運用

ポートフォリオ運用

AdMatrix 最適化エンジン

クラウド（仮想化）サーバー

グループ内（フリービット、
ベッコアメ）に抱える莫

デ タマイング（分析）

最適化計算
アルゴリズム
の改善 修正

ッ ア ）に抱える莫
大なクラウド化された
データセンター設備で大
規模なデータ処理が可
能。

Cloud
Server
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データマイング（分析）
スペシャリスト/プログラマー

の改善・修正



２．フルスピードの差別化戦略
（３）ディスプレイ型アド・ネットワーク領域への本格的な参入（３）ディスプレイ型アド ネットワ ク領域への本格的な参入



ディスプレイ型アド・ネットワーク市場

急拡大する海外（米国）RTB市場

10.1%
4.2%

27.0%
2010年 2011年 2015年

（予測）

89.9%95.8% 73.0%

デ スプレイ

※出典： 「eMarketer」

7,680億円
（320億円）

8,720億円
（880億円）

1兆5,120億円
（4,080億円）

ディスプレイ
広告市場規模

（）内は、RTB市場の内訳

典 」
※外貨は、現在の為替レートを元に（1ドル＝80円）として計算

2007年前後に市場が形成され始めたとされている米国のRTB市場は 2011年2007年前後に市場が形成され始めたとされている米国のRTB市場は、2011年
現在で880億円の市場を形成。今後もさらなる成長が見込まれ、2015年には
2011年現在の約2.7倍の市場規模になるものと予測されている。
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ディスプレイ型アド・ネットワークとは？

ディスプレイ型アド・ネットワークの特徴

・ Google『Ad Exchange』 との連携によりRTB（リアルタイム）に入札可能
⇒最も効率性の高い媒体を選定し AdE h （G l ）/ディスプレイネットワ ク経由でディスプレイ⇒最も効率性の高い媒体を選定し、AdExchange（Google）/ディスプレイネットワーク経由でディスプレイ
広告を配信可能

・企業側は、アドネットワーク毎のインプレッション単位での費用対効果に応じた広告出稿が可能

「AdMatrix DisplayAd Trader」の仕組み

広告媒体

広告媒体A
広告主

（スポンサー） ユーザー

従来型のSSP RTB×オーディエンスデータに基づく最適化配信

広告提供側 広告掲載割合

広告枠

広告媒体

アドネットワークA社 45%

アドネットワークB社 45%

広告主A社

広告主B社

広告媒体B

1インプレッション
単位で入札

アドネットワークC社 10%
広告主C社

広告主D社

広告主E社

SSP

広告媒体B

・
解析エンジンによる
最適化計算を実行

インターネット白書2011

広告主E社

広告主F社

・
・

Audience Data Platform

アドネットワークA

最適化計算を実行

Integrated Control Panel 

Reporting Tool
・
・

アドネ トワ クB

広告媒体X

28

インタ ネット白書2011Audience Data Platform アドネットワークB



２．フルスピードの差別化戦略
（４）位置情報テクノロジー開発（４）位置情報テクノロジ 開発



スマートフォン向け広告市場の見込み

2000億円

スマートフォン向け広告費（億円）

1500億円

2000億円

現在、日本における
スマートフォン端末

1000億円

1500億円 スマ トフォン端末
の普及率は約23.6%

億500億円

1000億円

28億円

337億円

0億円

500億円

0億円
2008年 2009年 2010年 2011年 20XX年

※出典：日本の広告費2011（電通）

スマートフォン向け広告市場は、2011年急拡大。スマートフォン端末の普及率の
さらなる向上とともに市場は急拡大する見通し

30

さらなる向上とともに市場は急拡大する見通し。



スマートフォン・テクノロジー広告の展開

2012年5月よ

り 当社関連

国内最大の91万件の店舗データの活用 現在、一案としてサービス開発を検討している領域：
“位置情報” × “AR（拡張現実）技術” × “グルメ広告”

り、当社関連
会社のベッコ
アメ社が買収。
→91万件の

店舗位置店舗位置
データについ
ては、フルス
ピードが権利
を取得。

※ARのイメージ画像

ソーシャルグルメポータル「alike」が保有する位置情報API提供サービスについ
ては、既にポータル大手、リクルート（ホットペッパー）での採用が確定。今後は、

31

その他の大手ポータル、ECメディアとのアライアンスを模索。



２．フルスピードの差別化戦略
（５）オーディエンス・データ領域（５）オ ディエンス デ タ領域



検索を経由するオーディエンスデータ蓄積の重要性

CV（コンバージョン）

・購入

リアル店舗
雑誌TV ラジオ 新聞

従来の四マスメディア

オーディエンス・データ・プラットフォーム構想

Audience Data
リアル

来 店

・購入
・申し込み

Ｃ Ｖ

Audience Data  
Platform情報

ネット検索 購買情報
通信・
位

企業ホームページ

WEBサイト

CV（コンバージョン）

・購入
・申し込み

端末媒体

Ｐ Ｃ “検索行為 はCV獲得において最も重要な要素の一つ”

ネット検索、
ソーシャル情報

購買情報
（リアル・ネット）

位置
情報

共有する （Share）

Ｃ Ｖ

携 帯

ユーザー

スマート
デバイス

検索エンジン （ポータル）
検索する （Search）

ｆ T

G+
ソーシャル メディア

その他の媒体 （メディア）

メール バ ズＰ Ｃ Ｄ Ｍ

投稿する （Vote）

クリックする （Click）

デ プ 広 告

リ ス テ ィ ン グ 広 告

ソーシャルメディアページ
（企業ページ ・ 商品ページ）

情報メディアサイト
（ブログ・口コミサイト）

デ ィ ス プ レ イ 広 告 facebookページ Google+ページ Ｔｗｉｔｔｅｒアカウント

Attention Search ・ Vote ・ Share ・ Click ActionInterest

注意 検索する 投稿する興味・関心 共有する クリックする 購買・申込

将来的にはあらゆるユーザーの一連の行動（“検索”から“購入決定”）データを大量
に蓄積し、アトリビューション（直接・間接の貢献度合い）分析も含めた詳細なデータ
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に蓄積し、アトリビュ ション（直接 間接の貢献度合い）分析も含めた詳細なデ タ
解析を行うことで、より効率性の高い広告プロモーション手法を確立する。



２．フルスピードの差別化戦略
（６）自社メディアサイトの構築・運営（６）自社メディアサイトの構築 運営



情報メディアサイトの提供予定領域

求人・アルバイト領域グルメ領域 比較サイト・一括見積りサイト領域

情報メディアサイトの注力領域

求人 アル イト領域グルメ領域 比較サイト 括見積りサイト領域

※2012年5月より
自社企画として開発中

※2012年5月より、

ソーシャルグルメサイト
「Alike」の一部運営開始

スマートフォン向け・ゲーム領域不動産・賃貸領域 ECサイト・生命保険領域

※スマートフォン向けコン 外部企業とのアライアンスによる展
外部企業との協働制作を検討

※スマ トフォン向け ン
テンツを年内リリース予定

外部企業とのアライアンスによる展
開を模索

外部企業との協働制作を検討

大手メディア向けのロングテールSEOの実績とノウハウを生かし、自社メディア
展開を加速。過去、「生命保険」「FX」「人材派遣」などの高難易度ワードでクライ
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アントサイトを1位表示させたノウハウを自社サイトに活用する予定。



３ アジアの成長市場を見据えたグローバル戦略３．アジアの成長市場を見据えたグロ バル戦略



グローバル戦略

アジア展開の構想

フルスピード拠点 RTB関連での提携模索北米展開

Beijin

フルスピ ド拠点

フリービット海外拠点

将来的な展開候補先エリア

日本 北米

RTB関連での提携模索
まずは業務アライアンスレベルで検討

北米展開

Tokyo

Osaka

Beijin
(北京拠点）

Wuxi
（無錫拠点）

中国
日本

Fukuoka

北米

第一弾の海外拠点として、上海
オフィス設立を決定

中国拠点
（上海 Shanghai）

Taiwan
Hong Kong

（2012年8月設立予定。2012年 年末より
営業開始見込み）

東南アジア

Singapore

東南アジア
市場の潜在成長性と社会情勢を見極
め、進出時期、拠点場所は慎重に検
討（詳細は未定）

東南アジア拠点

海外拠点第一弾として上海拠点を設立。今後は、香港・台湾・シンガポールある
いは ソーシャル・メディアの活発な東南アジア諸国への展開も視野に
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いは、ソ シャル・メディアの活発な東南アジア諸国への展開も視野に。



日本と中国のインターネット広告市場比較

（億円）

日本と中国の市場規模比較

7 120

8,080

9,040

8 000

10,000

（億 ）

8,080億円

9,040億円

5,760

7,120

6,080
6,000

8,000

2011年

2013年
3,680

2 000

4,000

2013年

2015年

0

2,000

日本 中国日本 中国

※出典：「eMarketer」より一部抜粋
※外貨は、現在の為替レートを元に（１ドル＝80.0円）として計算

中国のインターネット広告市場は、3年後の2015年には日本のインターネット広
告市場も超える巨大市場になると予測されている
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告市場も超える巨大市場になると予測されている。



４ 組織人事・採用戦略４．組織人事・採用戦略



グローバル戦略に基づくグローバル人材の強化

グローバル人材採用の獲得割合の推移

2011年7月期 2013年4月期（来期目標）2012年4月期2011年7月期 2013年4月期（来期目標）2012年4月期

グローバル

4%

グローバル

9%

グローバ

ル

75%

25%

96% 91%
75%

・アジアでの展開を想定し、 ・2013年度新卒採用より
グ

・今後の展開を想定し、外 アジアでの展開を想定し、
2名のマネジメント層と2
名の実務メンバー（うち、
1名は外国人枠採用）を

「グローバル職」を新設

・2012年7月より、海外事

業所での外国人採用を

今後の展開を想定し、外
資系企業より2名のマネ

ジメント層を登用
（戦略系コンサル、投資

採用
業所での外国人採用を
加速

戦 系 、投資
銀行出身者を採用）

ここ数年、アジアを主とする海外での採用活動を開始し、既に数名の人材採用
が確定。成長するアジア市場を見据え、今後は上海現地での採用も積極展開す
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る計画。



優秀なエンジニア・グローバル人材獲得の強化

新卒採用を重視した採用方針

2013年4月期（来期目標）2012年4月期

新卒

44%

中途

中途

38%

中途

56%
新卒

62%

これまで10％だった新卒採用比率を段階的に過半数以上を新卒採用から獲得する計画。
今期より 総合職・エンジニア職・グローバル職のコース別採用を実施今期より、総合職 エンジニア職 グロ バル職のコ ス別採用を実施。

これまで中途に偏っていた採用方針を見直し、今期より新卒採用中心の採用戦
略に転換し 今後のコアとなる“尖った人材”の発掘・育成を強化
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略に転換し、今後のコアとなる 尖った人材 の発掘・育成を強化。



社内教育制度の強化方針

研修及び教育支援制度

ビジネス基礎 スキル・ノウハウ 経営スキル

入社時研修
Webマーケ 外部研修参6ヶ月目・ 最新テクノロ 書籍購入

一般社員（入社時）

入社時研修

ビジネス
マナー研修

Webマ ケ
ティング研修

外部研修参
加支援制度

HTML研修

6ヶ月目
1年目研修

基礎
スキル研修

最新テクノロ
ジー研修

資格獲得
支援研修

職種別スキル経 念 範 情

書籍購入
支援制度

リーダー研修
Webマーケ
ティング研修

外部研修参
加支援制度

マネジメント
研修

最新テクノロ
ジー研修

職種別スキル
アップ研修

経営理念・行動規範・情報セキュリ
ティ、コンプライアンス

書籍購入
支援制度

マネージャークラス

ティング研修 加支援制度

HTML研修

研修 ジー研修

資格獲得
支援研修

社内MBA
制度

経営理念・行動規範・情報セキュリ 職種別スキル

支援制度

財務スキル
研修

リーダー研修
マネジメント

研修

ティ、コンプライアンス アップ研修

Webマーケ
ティング研修

最新テクノロ
ジー研修

書籍購入
支援制度

外部研修参
加支援制度

マネジメント層

夜間MBA
獲得支援

経営理念・行動規範・情報セキュリ
ティ コンプライアンス

HTML研修
資格獲得
支援研修

職種別スキル
アップ研修

ロジカルシン
キング研修

コミュニケー
ション研修

財務スキル
研修
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獲得支援ティ、コンプライアンス アップ研修 研修



５ 本社（東京オフィス）拡張及び地方拠点の拡充５．本社（東京オフィス）拡張及び地方拠点の拡充



人員拡充に向け本社移転を決定

“クリエイティブ”×“テクノロジー”の環境創造をイメージ
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グループ連携をより強固にするため、親会社のフリービットと同じビル（渋谷区 Eスペースタワー）に移転を予定。



ロングテール市場開拓のための地方拠点を増強

地方拠点の体制強化

Sapporo

Sendai
Saitama

Tokyo
Fukuoka

Osaka

Nagoya Yokohama

Saitama

東京・福岡・大阪の3拠点を拡充
（オフィス拡張のための移転を予定）

第一フェーズ
（数ヶ月以内）

地方拠点の収益の立ち上がり早ければ、年
内に、名古屋、仙台、横浜、札幌、埼玉あた
りの地方都市の中から営業所設立を検討

第二フェーズ
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り 方都市 中 営業所設 を検討



６ リブランディング・プロジェクトの進捗６．リブランディング・プロジェクトの進捗



リブランディング・プロジェクトの進展

2013年2012年2010年 2011年

戦略デザイン
・事業ポートフォリオの再構築

企業 念 経営戦略 直

・経営マネジメント層の一新

戦略デザイン

・戦略ビジネス領域の明確化

・企業理念／経営戦略の見直し

社内文化形成／
・人事評価体系／目標制度の大幅改定

・人材獲得戦略の方針転換

社内文化形成／
採用ブランド ・家賃補助制度の導入／福利厚生制度の拡充

・若手社員のマネジメント抜擢

・グローバル採用の本格化

・若手社員のマネジメント抜擢

・ロゴのデザイン／名刺デザインの刷新

資 幅 善デザイン・
クリエイティブ強化 ・オフィス空間デザイン

の一新

・IR資料の大幅改善
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・企業HPの刷新（予定）



７ アライアンス戦略（業務提携・M&A）７．アライアンス戦略（業務提携 M&A）



業務提携・M＆A領域

「不動産」「グルメ」「求人」「EC」「一括見積り」などのメディア
ジャンルの大手メディア企業との提携を検討

情報メディア
当社保有の「91万店舗の位置情報データベースAPIを活用
した展開

大手ECサイトとの連携

アドネットワーク領域／
システム領域

大手ECサイトとの連携

買収・資本参加の対象領域
スマートフォン向け広告配信関連会社、メディア保有企業
アドネットワーク関連の高い技術力・エンジニアを保有する開発会社システム領域 アドネットワ ク関連の高い技術力 エンジニアを保有する開発会社
ユーザーインターフェースデザイン（GUI &UI）を得意とするデザイン会社、
クリエイティブ集団

中国大手メディア、大手ECサイトとの連携

海外マーケット
中国大手 ディア、大手 サイ 連携

東南アジア諸国の広告大手・ソーシャルメディア運営企業
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さらなる成長ステージへ

当社グループの中長期目標

売上高／営業利益
（百万円） 20,000〜30,000

新規事業
（or M&A）

海外事業

8 162（※）

11,000 1,500～2,000
8,162（※）

414（※）

700

20XX年
（目標）

2012年4月期
（実績）

2013年4月期
（予想）

デ ビ

～

50

※2012年4月期の連結PLデータについては、2012年4月にフリービットへ売却致しましたベッコアメ・インターネットの数値を
除外して計算しております。



Appendix
フルスピードグループ概要 ｜ Group Profile



会社概要

【アクセス・経路】

東急東横線
（渋谷駅正面口より京王井の頭線渋谷駅方面徒歩5分）

社名 株式会社フルスピード

株式会社フルスピード 概要

京王井の頭線
（渋谷駅中央口よりEAST MALL 2Fに直結 徒歩3分）
（渋谷駅アベニュー口よりRESTAURANTS AVENUE 4Fに直結徒歩1分）
（渋谷駅西口よりWEST MALL 1Fに直結 徒歩3分）

英文社名 Full Speed Inc.

設立日 2001年1月4日

上場日 2007年8月2日 （東証マザーズ市場：2159）

東京メトロ半蔵門線・副都心線
東急田園都市線

（渋谷地下街5番出口より京王井の頭線渋谷駅方面徒歩5分）

主要役員 代表取締役社長 田中 伸明
取締役副社長 泉 健太
取締役 加藤 浩司
取締役 植松 聡介

東京メトロ銀座線
（渋谷駅東急東横店改札より京王井の頭線渋谷駅方面徒歩5分）

JR山手線・埼京線
（渋谷駅玉川改札より京王井の頭線渋谷駅方面徒歩5分）

グループ
事業内容

・インターネット広告代理店事業
・アドネットワーク事業
・情報メディア事業
・クリエイティブ事業

業績 連結売上高：101億円
営業利益：5.2億円

従業員数 連結 名（うち正社員 名）

［アクセス・マップ（本社）］

従業員数 連結274名（うち正社員234名）
単体190名（うち正社員167名）

2012年4月末日現在

本 社 〒150-0043
東京都渋谷区道玄坂 丁目12番1号東京都渋谷区道玄坂一丁目12番1号
渋谷マークシティウェスト13階
TEL：03-5728-4460 (代表)
FAX：03-5728-4461

※2012年7月2日、親会社のフリービットと
同じビル（渋谷区 Eスペ スタワ ）に移転予定
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［渋谷マークシティウェスト（外観）］

同じビル（渋谷区 Eスペースタワー）に移転予定



企業理念

フルスピードの企業理念

イ ン タ ー ネ ッ ト マ ー ケ テ ィ ン グ 業 界 に お い て 、

優 れ た サ ー ビ ス の 開 発 と 高 い 顧 客 満 足 を 提 供 す る優 れ た サ ビ ス の 開 発 と 高 い 顧 客 満 足 を 提 供 す る

会 社 に な る こ と で 、 顧 客 、 社 員 、 株 主 、 そ し て 社 会 に

貢 献 す る こ と貢 献 す る こ と

フリービットグループの一員としてのグループ憲章

Being The NET Frontier！
～ Internetをひろげ、社会に貢献する ～

フルスピードは、フリービットグループの一員として、インターネットマーケティングの
ビ
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領域で、優れたサービスを提供することを通じて、社会に貢献していきます



フルスピードグループ概要

当社グループの主要な事業

SEM広告ソリューション

純広告

ソーシャル・メディア

アフィリエイト広告 その他

リスティング広告

インターネット広告
代理店事業

アドネットワーク事業

DSP（ディスプレイ型アドネットワーク）

ASP（アフィリエイト・サービス・プロバイダー）

スマートフォン向け広告配信

情報メディア事業

情報メディアサイトの運営

成功報酬型メディアサイトの運営情報メディア事業 成功報酬型メディアサイトの運営

SEOオンラインサービス、ディレクトリ登録サービスの販売

サイト制作

連結子会社

クリエイティブ事業
（Webサイト・スマホ最適化サイト・ Facebook ページ他）

LP制作／バナー制作 アプリ開発

グル プ企業連結子会社 グループ企業

フリービット株式会社（東証マザーズ上場：3843）

・インターネット接続事業者へのインフラ等提供事業
ユビキタスネットワ ク提供事業

株式会社フォーイット
（フルスピード持分比率：100％）

アフ リ イトサ ビスプロバイダ 事業 ・ユビキタスネットワーク提供事業
・インターネットビジネスに関するコンサルティング事業

株式会社ギガプライズ（名証セントレックス上場：3830）

事業

・アフィリエイトサービスプロバイダー事業

株式会社ファンサイド
（フルスピード持分比率：100％）
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・HomeIT事業
・システム開発事業・インターネットマーケティングを中心とした法人支援事業



提供サービスの構成

サービスの構成割合（連結売上高／売上総利益）

その他事業その他事業

連結売上高の構成割合 売上総利益の構成割合

データセンター

事業
12.6%

2.4%

インターネット

メデ ア事業

データセン

ター事業
5.9%

2.1%

インターネット

メデ ア事業

メディア事業
11.1%

インターネット

マーケティング

事業
51.2%

メディア事業
14.5%

売上総利益
売上総利益

インターネット

マーケティング

売上高売上高

アフィリエイト

サービスプロバ

イダー事業

ィ グ

事業
57.6%

アフィリエイト

サービスプロ

バイダー事業
23.3%

イダ 事業
19.6%
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会社沿革

当社の取扱金額の推移
2001年1月

Webサイトの企画・制作・運営を目的として、京
都府城陽市に有限会社エクシスを設立

沿革（会社設立～現在）

都府城陽市に有限会社エクシスを設立

2002年6月 成功報酬型SEOサービスの販売を開始

2004年10月 Google Inc と販売代理店契約締結

30,000

（百万円）

2004年10月 Google, Inc.と販売代理店契約締結

2006年2月
ヤフー株式会社（旧：オーバーチュア株式会
社）と代理店契約締結

20,000

25,000

2007年8月 東京証券取引所マザーズ市場に株式上場

2008年7月
インターネットマーケティング事業の強化を目
的として 株式会社フ ンサイドを子会社化

13,249
14,129

15,337

11 000

15,000

年 月
的として、株式会社ファンサイドを子会社化

2010年1月
顧客企業に対する総合的な支援を目的とし、
企業を対象とした有料会員制サービス「フルス
ピ ドクラブ」を開始

5,142

9,444 10,116
11,000

5 000

10,000

ピードクラブ」を開始

2010年4月
アフィリエイト広告事業（「アフィリエイトＢ」）を
分社化し、株式会社フォーイットを設立 0

5,000

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 20XX年

2010年6月
フリービット株式会社（当社の筆頭株主）との間
で、資本業務提携契約を締結

※上記「当社の取扱金額」には、直近5年の会計事業年度におけるSEO、

リスティング広告、アフィリエイト広告、データセンタ事業等の主要事業に加え、

7月期

（実績）

7月期

（実績）

7月期

（実績）

7月期

（実績）

7月期

（実績）

4月期

（実績）

4月期

（予想）

4月期

（予想）
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EC事業他フルスピードグループ全体の収益を含みます。
（2013年4月期については、見込数値。）



経営マネジメント

田中 伸明 Nobuaki Tanaka

代表取締役社長 （フリービット㈱取締役副社長 兼任）

1991年より、個人事業主としてコンピューター系雑誌他の企画や編集などに携わる。1995年、リセット
を設立し、同社の代表取締役に就任。㈱DTI設立に参画し、取締役就任後は管理部門および事業推
進部門を統括。2000年、フリービット㈱を設立し、代表取締役副社長兼最高業務責任者に就任。 2010

代表取締役社長

進部門を統括。2000年、フリ ビット㈱を設立し、代表取締役副社長兼最高業務責任者に就任。 2010
年9月、㈱フルスピードの取締役会長としてマネジメントに参画。2011年5月より、㈱フルスピードの代
表取締役に就任。現在、フリービット㈱の取締役副社長として、㈱ドリーム・トレイン・インターネット㈱ギ
ガプライズ、エグゼモード㈱、㈱ベッコアメ・インターネット、㈱フォーイット、FBネットワークサービス㈱な
どの役員を兼任。

泉 健太 Kenta Izumi

取締役副社長 兼 メディア戦略本部 本部長

2003年4月より、大和証券SMBC㈱及び米Citigroup Inc.の投資銀行部門において資金調達及びM&A
アドバイザリー業務に従事。2010年9月より、㈱フルスピードの取締役CFO（Chief Financial Officer）
として参画 2011年5月より ㈱フルスピードの事業推進本部長として 営業部門とサービス部門の統

取締役副社長

として参画。2011年5月より、㈱フルスピードの事業推進本部長として、営業部門とサービス部門の統
括責任者に就任し、2011年9月よりSEO部部長として、Googleアルゴリズム解析及びSEOシステム開
発に従事。現在、㈱フルスピードの取締役副社長（Chief Operating Officer & Chief Marketing 
Officer）として、㈱ファンサイド、㈱フォーイット、㈱ベッコアメ・インターネット等の役員を兼任。
慶應義塾大学環境情報学部中退。 2003年、慶應義塾大学総合政策学部（SFC）卒業。

加藤 浩司 Koji Kato

取締役

取締役 法人ソリューション事業本部 本部長

レンタルサーバー等の営業を経て、2004年よりインターネット広告代理店大手で営業部長として活躍。
2006年、㈱フルスピードへ入社。マザーズ上場以前から㈱フルスピードの営業を牽引し、主にSEOや

グ広告 幅な売 げ拡 献 実績を有す 年 ピ ド取締役 リスティング広告における大幅な売り上げ拡大に貢献した実績を有す。2010年4月より、フルスピード

の営業部門の担当役員兼コンサルティング事業部長に就任。現在、㈱フルスピードの取締役（大手法
人営業を統括）として、㈱フォーイットの役員を兼任。

取締役

植松 聡介 Sousuke Uematsu

取締役

取締役

米Citiグループ資産運用部門のシティトラスト信託銀行㈱、NTTデータグループのシンクタンクの㈱
NTTデータ経営研究所及び外資系コンサルティングファームのローランド・ベルガーを経て2009年にフ
リービット㈱に入社。2010年より子会社である㈱DTIにCMO（Chief Marketing Officer）として赴任。
現在、 ㈱DTIのChief Operating Officerを担当。業務改善、営業・マーケティング戦略策定など、株式
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p g
調査やコンサルティングを通じて培った多岐にわたる知見をもとに顧客の支援を行う。
2001年3月、東京大学法学部卒業。



フルスピードグループ社員数の推移（連結・単体）

正社員数の推移

（人）

250

300
正社員数（連結子会社）

正社員数（フルスピード単体）

（人）

※

31
34

200

250

31 29 29 29

100

150

157 152 152 152 167

50

100

0

2011/4 2011/7 2011/10 2012/1 2012/4

※連結子会社は イ ト サイドの数字を合算しております※連結子会社は、フォーイット、ファンサイドの数字を合算しております。
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株主の状況

2012年4月30日現在

順位 株主氏名 所有株数 持株比率

上位株主（1位～10位）の状況

金融機関順位 株主氏名 所有株数 持株比率

1 フリービット株式会社 75,704 51.46%

2 般個人株主 3 000 2 04%

金融機関・

証券会社

（4.77%）

外国法人

（0.20%）

2 一般個人株主 3,000 2.04%

3 日本証券金融株式会社 2,112 1.44%

4 株式会社SBI証券 1,775 1.21%
筆頭株主

5 松井証券株式会社 1,500 1.02%

6 大和証券株式会社 1,193 0.81%

7 楽天証券株式会社 1,137 0.77%

筆頭株主

フリービット

株式会社

（51.46%）

個人

その他

（42.81%）

8 一般個人株主 900 0.61%

9 マネックス証券株式会社 881 0.60%

10 一般個人株主 750 0 51%10 一般個人株主 750 0.51%

（注1）決算期変更に伴い、当期から株主名簿の確定は10月末日（2Ｑ末）および翌年4月末日（期末）となります。

その他

国内法人

（0.75%）
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“ A d T e c h n o l o g y &  M a r k e t i n g C o m p a n y ”

- アド・テクノロジー ＆ マーケティング カンパニー -




